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（1）収益的収入及び支出
　　収　　　入

区　　分

予　　　　　　　算　　　　　　　額

決　算　額 予算額に比べ決算額の
増 減 備　　　　考

当初予算額 補正予算額 地方公営企業法第24条第３項の規
定による支出額に係る財源充当額 合　　計

第１款
水道事業収益

円
1,264,894,000

円
17,393,000

円
0

円
1,282,287,000

円
1,351,522,547

円
69,235,547

　第１項
　営 業 収 益 971,721,000 △ 31,845,000 0 939,876,000 1,024,334,899 84,458,899 うち仮受消費税及び地方消費税

92,726,414 円

　第２項
　営業外収益 293,173,000 49,238,000 0 342,411,000 327,187,648 △ 15,223,352 うち仮受消費税及び地方消費税

31,878 円

　　支　　　出

区　　分

予　　　　　　　算　　　　　　　額

決　算　額

地方公営企業
法第26条第２
項の規定によ
る繰越額

不　用　額 備　　　　考
当初予算額 補正予算額 予備費

支出額
流　用
増減額

地方公営企業法第
24条第３項の規定
による支出額

小　　計
地方公営企業法第
26条第２項の規定
による繰越額

合　　計

第１款
水道事業費用

円
1,264,894,000

円
17,393,000

円
0

円
0

円
0

円
1,282,287,000

円
0

円
1,282,287,000

円
1,239,400,931

円
0

円
42,886,069

　第１項
　営 業 費 用 1,120,358,000 13,241,000 0 0 0 1,133,599,000 0 1,133,599,000 1,100,582,262 0 33,016,738 うち仮払消費税及び地方消費税

29,303,069 円

　第２項
　営業外費用 141,048,000 4,152,000 0 0 0 145,200,000 0 145,200,000 136,942,651 0 8,257,349

　第３項
　特 別 損 失 3,188,000 0 0 0 0 3,188,000 0 3,188,000 1,876,018 0 1,311,982 うち仮払消費税及び地方消費税

396 円

　第４項
  予 備 費 300,000 0 0 0 0 300,000 0 300,000 0 0 300,000

Ⅰ　　　決　　算
１　令和２年度　敦賀市
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（1）収益的収入及び支出
　　収　　　入

区　　分

予　　　　　　　算　　　　　　　額

決　算　額 予算額に比べ決算額の
増 減 備　　　　考

当初予算額 補正予算額 地方公営企業法第24条第３項の規
定による支出額に係る財源充当額 合　　計
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区　　分

予　　　　　　　算　　　　　　　額

決　算　額
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支出額
流　用
増減額

地方公営企業法第
24条第３項の規定
による支出額

小　　計
地方公営企業法第
26条第２項の規定
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第１款
水道事業費用
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1,264,894,000
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0

円
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1,282,287,000

円
0
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1,239,400,931
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　第１項
　営 業 費 用 1,120,358,000 13,241,000 0 0 0 1,133,599,000 0 1,133,599,000 1,100,582,262 0 33,016,738 うち仮払消費税及び地方消費税

29,303,069 円
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　営業外費用 141,048,000 4,152,000 0 0 0 145,200,000 0 145,200,000 136,942,651 0 8,257,349

　第３項
　特 別 損 失 3,188,000 0 0 0 0 3,188,000 0 3,188,000 1,876,018 0 1,311,982 うち仮払消費税及び地方消費税
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　第４項
  予 備 費 300,000 0 0 0 0 300,000 0 300,000 0 0 300,000

書　　類
水道事業決算報告書
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（2）資本的収入及び支出
　　収　　　入

区　　分

予　　　　　　　算　　　　　　　額

決　算　額 予算額に比べ
決算額の増減 備　　　　考

当初予算額 補正予算額 小　　　計
地方公営企業法第26
条の規定による繰越
額に係る財源充当額

継続費逓次繰越額
に係る財源充当額 合　　計

第１款
資 本 的 収 入

円
528,215,000

円
0

円
528,215,000

円
153,660,000

円
0

円
681,875,000

円
571,903,199

円
△ 109,971,801

　第１項
　企  業  債 258,500,000 0 258,500,000 0 0 258,500,000 258,500,000 0

　第２項
　　負担区分に基づく負担金 34,265,000 0 34,265,000 0 0 34,265,000 34,264,699 △ 301

　第３項
　工事負担金 235,450,000 0 235,450,000 153,660,000 0 389,110,000 279,138,500 △ 109,971,500 うち仮受消費税及び地方消費税

22,661,227 円

資本的収入額（翌年度へ繰り越される支出の財源に充当する額 52,000,000円を除く。）が資本的支出額に対し 不足する額 551,795,078 円は、建設改良積立金 90,000,000円、 過年度分損益勘定留保資金 331,856,000円、 
過年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 24,728,000円、当年度分損益勘定留保資金 74,911,078 円及び繰越工事資金（工事負担金） 30,300,000円で補てんした。

　　支　　　出

区　　分

予　　　　　算　　　　　額

決　算　額

翌年度繰越額

不 用 額 備　　　考
当初予算額 補正予算額 流　用

増減額 小　　計
地方公営企業法
第26条の規定に
よる繰越額

継続費
逓　次
繰越額

合　　計
地方公営企業法
第26条の規定に
よる繰越額

継続費
逓　次
繰越額

合　　計

第１款
資 本 的 支 出

円
1,066,593,000

円
△ 558,000

円
0

円
1,066,035,000

円
183,960,000

円
0

円
1,249,995,000

円
1,071,698,277

円
165,062,000

円
0

円
165,062,000

円
13,234,723

　第１項
　建設改良費 646,070,000 △ 558,000 0 645,512,000 183,960,000 0 829,472,000 651,176,288 165,062,000 0 165,062,000 13,233,712

うち仮払消費税及び
地方消費税

57,105,256 円
　第２項

　企業債償還金 420,523,000 0 0 420,523,000 0 0 420,523,000 420,521,989 0 0 0 1,011
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（2）資本的収入及び支出
　　収　　　入
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円
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0

円
681,875,000

円
571,903,199
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　　負担区分に基づく負担金 34,265,000 0 34,265,000 0 0 34,265,000 34,264,699 △ 301
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　　支　　　出

区　　分

予　　　　　算　　　　　額

決　算　額

翌年度繰越額

不 用 額 備　　　考
当初予算額 補正予算額 流　用

増減額 小　　計
地方公営企業法
第26条の規定に
よる繰越額

継続費
逓　次
繰越額

合　　計
地方公営企業法
第26条の規定に
よる繰越額

継続費
逓　次
繰越額

合　　計

第１款
資 本 的 支 出

円
1,066,593,000

円
△ 558,000

円
0

円
1,066,035,000

円
183,960,000

円
0

円
1,249,995,000

円
1,071,698,277

円
165,062,000

円
0

円
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円
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　　（単位：円）

１

給 水 収 益

他 会 計 負 担 金

そ の 他 営 業 収 益

２

原 水 及 び 浄 水 費

配 水 及 び 給 水 費

業 務 費

総 係 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

△ 139,670,708

３

受取利息及び配当金

他 会 計 負 担 金

他 会 計 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

雑 収 益

４

支払利息及び企業債取扱諸費

雑 支 出

５

過 年 度 損 益 修 正 損

そ の 他 特 別 損 失

当年度未処分利益剰余金

２　令和２年度　敦賀市水道事業損益計算書

 （令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで）

その他未処分利益剰余金変動額

営 業 収 益

営 業 費 用

営 業 利 益

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

経 常 利 益

特 別 損 失

当 年 度 純 利 益

前年度繰越利益剰余金
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２　令和２年度　敦賀市水道事業損益計算書
（令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで）

支払利息及び企業債取扱諸費

その他未処分利益剰余金変動額
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３
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２
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）



当年度末残高

議会の議決による処分額 △ 170,000,000

減債積立金の積立 △ 10,000,000

建設改良積立金の積立 △ 70,000,000

資本金へ組入 △ 90,000,000

（単位：円）

４  令和２年度　敦賀市水道事業剰余金処分計算書(案)

資本剰余金 未処分利益剰余金

処分後残高
（繰越利益剰余金）

資本金

─ 7 ─

４　令和２年度　敦賀市水道事業剰余金処分計算書（案）



１

イ

ロ

△ 241,997,395

ハ

△ 8,766,221,071

ニ

△ 2,410,126,182

ホ

△ 21,619,514

ヘ

△ 4,476,894

ト

イ

イ

２

△ 1,873,882

有形固定資産合計

無形固定資産合計

工具器具及び備品

工具器具及び備品減価償却累計額

建 設 仮 勘 定

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品

未 収 金

前 払 金

５　令和２年度　敦賀市水道事業貸借対照表

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

　資 　  産　　の　　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

 （令和３年３月３１日）

土 地

建 物

建物減価償却累計額

電 話 加 入 権

現 金 預 金

流 動 資 産

機械及び装置減価償却累計額

車両運搬具減価償却累計額

車 両 運 搬 具

構 築 物

投資その他資産合計

構築物減価償却累計額

機 械 及 び 装 置

投資その他資産

そ の 他 投 資

無 形 固 定 資 産
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５　令和２年度　敦賀市水道事業貸借対照表

車両運搬具減価償却累計額

工具器具及び備品減価償却累計額

機械及び装置減価償却累計額

構築物減価償却累計額

建物減価償却累計額

投資その他資産合計



Ⅱ 附 属 書 類

１ 令和２年度 敦賀市水道事業報告書

概 況

ア 総括事項

敦賀市の水道事業は、昭和３７年に創設して以来、市民がいつでもどこでも安心して水

道を利用できるよう水質の検査及び水源の確保に努め、適切な水需要バランスを図るとと

もに渇水や地震等の災害に強い、安定性の高い高水準の水道を目指し過去７回の拡張事業

と既設区域内の整備を実施し、市民生活の向上と産業、経済の発展に大きく寄与し今日に

至っております。

ｱ 事 業

本年度は、拡張事業において北陸新幹線整備関連の水道施設改良工事として、中、羽織

町、布田町、木ノ芽町の各地区において配水管の布設工事を行うとともに、第２２号取水

井新設工事等を行いました。 

また、配水設備改良事業として、老朽化した配水管の布設替工事、重要給水施設への配

水管の布設替工事、公共下水道事業等の施工により支障となった配水管の移設工事を行い

ました。さらに、施設統廃合に向けた田結地区増圧ポンプ設置工事、老朽化設備更新では

昭和浄水場インターフェイス盤更新工事等を、災害対策としては、東浦配水池外２緊急遮

断弁設置工事等を実施しました。

なお、北陸新幹線整備関連の水道施設改良工事については、他の新幹線関連工事との工

程調整により工事が遅延したことから、予算を繰り越しました。

ｲ 経 営

本年度の水道事業収益は１，２５８，９０３千円で前年度比４．４９％の増収となりま

した。その内訳は、営業収益９３１，６０９千円で前年度比１．６５％の増、営業外収益

３２７，２９４千円で前年度比１３．５０％の増となっております。

一方、事業費用は１，１７６，７９０千円で前年度比０．０３％の増加となりました。

内訳は、営業費用１，０７１，２７９千円、営業外費用１０３，６３５千円、特別損失

１，８７６千円であります。

その結果、当年度純利益として、８２，１１３千円を計上することができました。

本年度における経営成績及び財務状況は、別表財務諸表のとおりです。

３

イ

イ

４

イ

イ

ロ

５

△ 3,488,368,386

６

７

イ

ロ

ハ

イ

ロ

ハ

剰 余 金

当年度未処分利益剰余金

減 債 積 立 金

長期前受金収益化累計額

引 当 金 合 計

流 動 負 債 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資　　本　　の　　部

資 本 金

負　　債　　の　　部

建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

固 定 負 債

流 動 負 債

企 業 債

引 当 金

退職給付引当金

引 当 金 合 計

その他固定負債

企 業 債 合 計

固 定 負 債 合 計

法定福利費引当金

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

未 払 金

その他流動負債

企 業 債
建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

企 業 債 合 計

引 当 金

賞 与 引 当 金

資 本 合 計

負 債 ・ 資 本 合 計

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

建設改良積立金

寄 附 金

補 助 金

その他資本剰余金

剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金 合 計
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当年度未処分利益剰余金

長期前受金収益化累計額

建設改良費等の財源
に充てるための企業債

建設改良費等の財源
に充てるための企業債



Ⅱ 附 属 書 類

１ 令和２年度 敦賀市水道事業報告書

概 況

ア 総括事項

敦賀市の水道事業は、昭和３７年に創設して以来、市民がいつでもどこでも安心して水

道を利用できるよう水質の検査及び水源の確保に努め、適切な水需要バランスを図るとと

もに渇水や地震等の災害に強い、安定性の高い高水準の水道を目指し過去７回の拡張事業

と既設区域内の整備を実施し、市民生活の向上と産業、経済の発展に大きく寄与し今日に

至っております。

ｱ 事 業

本年度は、拡張事業において北陸新幹線整備関連の水道施設改良工事として、中、羽織

町、布田町、木ノ芽町の各地区において配水管の布設工事を行うとともに、第２２号取水

井新設工事等を行いました。 

また、配水設備改良事業として、老朽化した配水管の布設替工事、重要給水施設への配

水管の布設替工事、公共下水道事業等の施工により支障となった配水管の移設工事を行い

ました。さらに、施設統廃合に向けた田結地区増圧ポンプ設置工事、老朽化設備更新では

昭和浄水場インターフェイス盤更新工事等を、災害対策としては、東浦配水池外２緊急遮

断弁設置工事等を実施しました。

なお、北陸新幹線整備関連の水道施設改良工事については、他の新幹線関連工事との工

程調整により工事が遅延したことから、予算を繰り越しました。

ｲ 経 営

本年度の水道事業収益は１，２５８，９０３千円で前年度比４．４９％の増収となりま

した。その内訳は、営業収益９３１，６０９千円で前年度比１．６５％の増、営業外収益

３２７，２９４千円で前年度比１３．５０％の増となっております。

一方、事業費用は１，１７６，７９０千円で前年度比０．０３％の増加となりました。

内訳は、営業費用１，０７１，２７９千円、営業外費用１０３，６３５千円、特別損失

１，８７６千円であります。

その結果、当年度純利益として、８２，１１３千円を計上することができました。

本年度における経営成績及び財務状況は、別表財務諸表のとおりです。
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Ⅱ　　附　属　書　類
１　令和２年度　敦賀市水道事業報告書

７



(2) 工　事

　ア　建設工事の概要

工　事　名 本年度工事費 着工年月日 竣工年月日

ダクタイル鋳鉄管布設工 φ150 ｍ

ダクタイル鋳鉄管布設工 φ100 ｍ

ダクタイル鋳鉄管布設工 φ75 ｍ

配水用ポリエチレン管布設工 φ50 ｍ

消火栓設置工 基

ダクタイル鋳鉄管布設工 φ150 ｍ

ダクタイル鋳鉄管布設工 φ75 ｍ

配水用ポリエチレン管布設工 φ75 ｍ

配水用ポリエチレン管布設工 φ50 ｍ

消火栓設置工 基

ダクタイル鋳鉄管布設工 φ200 ｍ

ダクタイル鋳鉄管布設工 φ150 ｍ

ダクタイル鋳鉄管布設工 φ100 ｍ

消火栓設置工 基

第２２号取水井新設工事 取水井設置 式

ポンプ制御盤設置 面

計装テレメータ盤設置 面

第２２号取水井ポンプ新設工事 取水井ポンプ設置 台

第２２号取水井導水管布設工事 導水管布設工 φ150 ｍ

盤基礎工 式

防護柵工 式

ダクタイル鋳鉄管布設工 φ150 ｍ

ダクタイル鋳鉄管布設工 φ100 ｍ

ダクタイル鋳鉄管布設工 φ75 ｍ

消火栓設置工 基

ダクタイル鋳鉄管布設工 φ150 ｍ

ダクタイル鋳鉄管布設工 φ100 ｍ

ダクタイル鋳鉄管布設工 φ75 ｍ

消火栓設置工 基

高耐荷力方式（泥土圧式）推進 φ450 ｍ

ダクタイル鋳鉄管挿入工 φ250 ｍ

ダクタイル鋳鉄管布設工 φ250 ｍ

立坑工 式

高耐荷力方式（泥土圧式）推進 φ400 ｍ

ダクタイル鋳鉄管挿入工 φ200 ｍ

立坑工 式

ダクタイル鋳鉄管布設工 φ300 ｍ

ダクタイル鋳鉄管布設工 φ250 ｍ

ダクタイル鋳鉄管布設工 φ150 ｍ

長沢地区配水管路改良工事その２ ダクタイル鋳鉄管布設工 φ200 ｍ
（予定）

ダクタイル鋳鉄管布設工 φ250 ｍ

消火栓設置工 基

ダクタイル鋳鉄管布設工 φ250 ｍ

ダクタイル鋳鉄管布設工 φ150 ｍ

消火栓設置工 基

本　年　度　施　工　内　容

第　　８　　次　　拡　　張　　事　　業　　費

第２２号取水井電気計装設備新設工事

中地区配水管路改良工事その１

中地区配水管路改良工事その２

羽織町地区配水管路改良工事

中地区配水管路改良工事その３

第２２号取水井外構工事

長沢地区配水管路改良工事
（国道８号推進工事） （予定）

布田町地区配水管路改良工事

木ノ芽町地区外配水管路改良工事

布田町地区外１配水管路改良工事
（ＪＲ軌道下推進工事） (予定)

布田町地区外配水管路改良工事その２
（予定）

若泉町地区配水管路改良工事その１
（予定）

第 号

第 号

第 号

第 号

第 号

第 号

第 号

第 号

人 人 人 人 人 人

△ 3 

計会計年度任用職員

    －

技 術 員特 別 職 職　　員

△ 1 

令和 3年 2月24日 令和 3年 3月 9日可決

敦賀市水道事業給水条例の一部を改正する条例の
一部改正の件

令和 3年 2月24日 令和 3年 3月22日可決

　　(ｲ) 職員の給与の状況

議　決　年　月　日

令和 2年 3月23日可決

提　出　年　月　日

令和 2年 2月25日

令和 2年 6月 8日 令和 2年 6月29日可決

令和 2年 6月 8日 令和 2年 6月29日可決

令和 2年10月 2日可決

令和 2年11月30日 令和 2年12月21日可決

令和２年度敦賀市水道事業会計補正予算(第3号)

　エ　職員に関する事項

年度／種類

　　(ｱ) 職員の異動状況

　　　する条例の一部を改正する条例」に基づき、職員の給与改定を実施しました。

　　　　令和２年１１月３０日議決、「職員の給与に関する条例及び敦賀市一般職の任期付職員の採用等に関

比 較 増 減

　ウ　行政官庁協議・許認可事項

同意・許可年月日申　請　年　月　日

令和 2年 7月15日 福井県知事

令和２年度末

令和元年度末

届　出　先 件　　　名

水道事業に対する起債同意

嘱託・臨時

    － 

令和 2年 8月25日

　イ　議会議決事項

議案番号

令和２年度敦賀市水道事業会計予算

件　　　名

令和元年度敦賀市水道事業利益剰余金処分の件

令和２年度敦賀市水道事業会計補正予算(第1号)

敦賀市水道事業給水条例の一部を改正する条例の
一部改正の件

令和 2年 9月 1日

令和 2年 9月 1日

令和２年度敦賀市水道事業会計補正予算(第2号)

令和 2年10月 2日認定令和元年度敦賀市水道事業決算認定の件
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イ  議会議決事項

ウ  行政官庁協議・許認可事項

エ  職員に関する事項

比 較 増 減

（0） （0）

（ ）はパートタイム会計年度任用職員再掲



(2) 工　事

　ア　建設工事の概要

工　事　名 本年度工事費 着工年月日 竣工年月日

ダクタイル鋳鉄管布設工 φ150 ｍ

ダクタイル鋳鉄管布設工 φ100 ｍ

ダクタイル鋳鉄管布設工 φ75 ｍ

配水用ポリエチレン管布設工 φ50 ｍ

消火栓設置工 基

ダクタイル鋳鉄管布設工 φ150 ｍ

ダクタイル鋳鉄管布設工 φ75 ｍ

配水用ポリエチレン管布設工 φ75 ｍ

配水用ポリエチレン管布設工 φ50 ｍ

消火栓設置工 基

ダクタイル鋳鉄管布設工 φ200 ｍ

ダクタイル鋳鉄管布設工 φ150 ｍ

ダクタイル鋳鉄管布設工 φ100 ｍ

消火栓設置工 基

第２２号取水井新設工事 取水井設置 式

ポンプ制御盤設置 面

計装テレメータ盤設置 面

第２２号取水井ポンプ新設工事 取水井ポンプ設置 台

第２２号取水井導水管布設工事 導水管布設工 φ150 ｍ

盤基礎工 式

防護柵工 式

ダクタイル鋳鉄管布設工 φ150 ｍ

ダクタイル鋳鉄管布設工 φ100 ｍ

ダクタイル鋳鉄管布設工 φ75 ｍ

消火栓設置工 基

ダクタイル鋳鉄管布設工 φ150 ｍ

ダクタイル鋳鉄管布設工 φ100 ｍ

ダクタイル鋳鉄管布設工 φ75 ｍ

消火栓設置工 基

高耐荷力方式（泥土圧式）推進 φ450 ｍ

ダクタイル鋳鉄管挿入工 φ250 ｍ

ダクタイル鋳鉄管布設工 φ250 ｍ

立坑工 式

高耐荷力方式（泥土圧式）推進 φ400 ｍ

ダクタイル鋳鉄管挿入工 φ200 ｍ

立坑工 式

ダクタイル鋳鉄管布設工 φ300 ｍ

ダクタイル鋳鉄管布設工 φ250 ｍ

ダクタイル鋳鉄管布設工 φ150 ｍ

長沢地区配水管路改良工事その２ ダクタイル鋳鉄管布設工 φ200 ｍ
（予定）

ダクタイル鋳鉄管布設工 φ250 ｍ

消火栓設置工 基

ダクタイル鋳鉄管布設工 φ250 ｍ

ダクタイル鋳鉄管布設工 φ150 ｍ

消火栓設置工 基

本　年　度　施　工　内　容

第　　８　　次　　拡　　張　　事　　業　　費

第２２号取水井電気計装設備新設工事

中地区配水管路改良工事その１

中地区配水管路改良工事その２

羽織町地区配水管路改良工事

中地区配水管路改良工事その３

第２２号取水井外構工事

長沢地区配水管路改良工事
（国道８号推進工事） （予定）

布田町地区配水管路改良工事

木ノ芽町地区外配水管路改良工事

布田町地区外１配水管路改良工事
（ＪＲ軌道下推進工事） (予定)

布田町地区外配水管路改良工事その２
（予定）

若泉町地区配水管路改良工事その１
（予定）

─ 12 ─

本年度工事費（円）



工　事　名 本年度工事費 着工年月日 竣工年月日

衣掛町地区配水管移設工事 配水用ポリエチレン管布設工 φ75 ｍ

配水用ポリエチレン管布設工 φ150 ｍ

配水用ポリエチレン管布設工 φ75 ｍ

配水用ポリエチレン管布設工 φ50 ｍ

配水用ポリエチレン管布設工 φ50 ｍ

消火栓設置工 基

昭和浄水場止水板設置工事 止水板設置 式

配水用ポリエチレン管布設工 φ100 ｍ

配水用ポリエチレン管布設工 φ75 ｍ

消火栓設置工 基

中郷浄水場No.３・４配水ポンプ更新工事 配水ポンプ更新 台

緊急遮断弁設置 φ150 基

緊急遮断弁設置 φ250 基

緊急遮断弁制御盤設置　屋外 面

緊急遮断弁制御盤設置　屋内 面

配水ポンプ制御用インバータ更新 台

配水ポンプ用高調波抑制ユニット更新 台

配水用ポリエチレン管布設工 φ100 ｍ

消火栓設置工 基

配水用ポリエチレン管布設工 φ150 ｍ

配水用ポリエチレン管布設工 φ100 ｍ

配水用ポリエチレン管布設工 φ75 ｍ

配水用ポリエチレン管布設工 φ50 ｍ

消火栓設置工 基

配水用ポリエチレン管布設工 φ75 ｍ

消火栓設置工 基

増圧ポンプ設置 台

監視装置設置 式

場内整備工 式

余座地区配水管移設工事その２ 配水用ポリエチレン管布設工 φ50 ｍ

流量計検出部増幅器（アンプ部）更新 台

流量計変換器更新 台

流量計避雷器更新 台

ダクタイル鋳鉄管布設工 φ150 ｍ

配水用ポリエチレン管布設工 φ150 ｍ

配水用ポリエチレン管布設工 φ100 ｍ

配水用ポリエチレン管布設工 φ75 ｍ

消火栓設置工 基

残留塩素濃度計更新 台

濁度計更新 台

ＰＨ計更新 台

導電率計更新 台

サンプリング配管更新 式

送水ポンプ更新 台

配管・弁類更新 式

ポンプ制御盤改造 式

山泉地区配水管移設工事その１

東浦配水池外２緊急遮断弁設置工事

中郷浄水場配水ポンプ制御用インバータ
及び高調波抑制ユニット更新工事

和久野地区配水管布設替工事

松葉町地区外配水管布設替工事

沓見地区配水管移設工事その１

沓地区外１流量計更新工事

田結地区増圧ポンプ設置工事

中央町１丁目地区外配水管布設替工事

本　年　度　施　工　内　容

配　　水　　設　　備　　改　　良　　費

沓見中継ポンプ場No.２送水ポンプ更新工事

昭和浄水場外１水質監視装置更新工事

余座地区配水管移設工事

野坂地区配水管移設工事
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本年度工事費（円）



工　事　名 本年度工事費 着工年月日 竣工年月日

ダクタイル鋳鉄管布設工 φ100 ｍ

配水用ポリエチレン管布設工 φ100 ｍ

配水用ポリエチレン管布設工 φ100 ｍ

配水用ポリエチレン管布設工 φ75 ｍ

消火栓設置工 基

木崎地区送水管布設替工事その１ ダクタイル鋳鉄管布設工 φ300 ｍ

ポンプ制御盤更新 面

計装盤更新 面

井戸水位計更新 台

第１中継ポンプ場　計装盤内機器更新 式

第２中継ポンプ場　計装盤改造 式

西浦配水池　計装盤改造 式

流量計変換器更新 台

水位計更新 台

ダクタイル鋳鉄管布設工 φ300 ｍ

ダクタイル鋳鉄管布設工 φ200 ｍ

野坂地区配水管移設工事その２ 配水用ポリエチレン管布設工 φ50 ｍ

衣掛町地区配水管布設替工事 配水用ポリエチレン管布設工 φ50 ｍ

津内町３丁目地区配水管布設替工事 配水用ポリエチレン管布設工 φ75 ｍ

松葉町地区外配水管布設替工事その２ 舗装復旧工 式

山泉地区配水管布設替工事 配水用ポリエチレン管布設工 φ75 ｍ

余座地区配水管移設工事その３ 配水用ポリエチレン管布設工 φ150 ｍ

山地区外消火栓設置工事 消火栓設置工 基

第１中継ポンプ場No.１送水ポンプ電動弁更新工事 電動弁更新 基

送水ポンプ更新 台

電動弁更新 基

白銀町地区配水管移設工事その１ 配水用ポリエチレン管布設工 φ100 ｍ

シーケンサ更新 式

膜ろ過ポンプ用インバータ更新 台

次亜注入ポンプ更新 台

空気圧縮機更新 台

中央町２丁目地区配水管移設工事その１ ダクタイル鋳鉄管布設工 φ150 ｍ

配水用ポリエチレン管布設工 φ100 ｍ

配水用ポリエチレン管布設工 φ75 ｍ

流入弁更新 φ200 基

流入弁更新 φ75 基

インターフェイス盤更新 面

既設テレメータ盤移設 面

白銀町地区配水管移設工事その２ 配水用ポリエチレン管布設工 φ100 ｍ

取水ポンプ制御盤移設 面

取水ポンプ制御盤かさ上げ基礎設置 式

天筒ポンプ場自家発電機起動用蓄電池更新工事 蓄電池更新 式

ダクタイル鋳鉄管布設工 φ150 ｍ

ダクタイル鋳鉄管布設工 φ100 ｍ

金山地区消火栓設置工事 消火栓設置工 基

中央町１丁目地区外配水管布設替工事その２ 視覚障がい者誘導用標示設置工 ｍ

白銀町地区配水管移設工事その３ 配水用ポリエチレン管布設工 φ100 ｍ

沓見地区配水管移設工事その２ 配水用ポリエチレン管布設工 φ75 ｍ

第１中継ポンプ場外１流入弁更新工事

中央町２丁目地区配水管移設工事その２

昭和浄水場取水ポンプ制御盤浸水対策工事

本　年　度　施　工　内　容

配　　水　　設　　備　　改　　良　　費

山中継ポンプ場No.2送水ポンプ更新工事

木崎地区送水管布設替工事その２

第１中継ポンプ場計装制御機器更新工事

第７号取水井ポンプ制御盤更新工事

昭和浄水場インターフェイス盤更新工事

疋田浄水場外1計装制御機器更新工事

田結地区配水管布設工事

木ノ芽町地区配水管移設工事

山泉地区配水管移設工事その２
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本年度工事費（円）



口径別

㎜ ｍ ｍ ｍ ｍ

100以上

100未満

計

　ウ　改良保存工事の概況（１,０００千円以上）

量水器取替工事

本年度施工内容 本年度工事費(円)

量水器取替

工　　事　　名 着工年月日

備　考

竣工年月日

年度末現在の総延長

　イ　配水管総延長

当年度増加 当年度減少年度当初の総延長

─ 15 ─



(3) 業　　務

　ア　業務量

　　(ｱ) 給水戸数・給水人口

令 和 ２ 年 度 末
戸 人

令 和 元 年 度 末

　　(ｲ) 配 水 量

令 和 ２ 年 度 末
㎥ ㎥ ％

令 和 元 年 度 末

　　(ｳ) 最大・平均配水量

令 和 ２ 年 度 末
㎥ ㎥ ℓ ℓ

令 和 元 年 度 末

　イ　事業収入に関する事項

円 ％ 円 ％ 円 ％

他 会 計 負 担 金

そ の 他 営 業 収 益

営 業 外 収 益

合　　　計

比　　　　較

増減比金　　　額構成比

給 水 収 益

金　　　額構成比金　　　額
区　　　分

令 和 ２ 年 度

比 較 増 減

令 和 元 年 度

年　　　度

比 較 増 減

年　　　度 給　水　人　口

年　　　度

１日最大配水量 １日平均配水量 １人１日最大配水量

△ 550比 較 増 減

給　水　戸　数

総配水量

１人１日平均配水量

有収水量 有収率
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円 ％ 円 ％ 円 ％

　ウ　事業費に関する事項

区　　　分
令 和 ２ 年 度 令 和 元 年 度 比　　　　較

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比 金　　　額 増減比

△5.5動 力 費 △ 5,028,364

人 件 費

支 払 利 息 △ 10,351,345 △9.6

減 価 償 却 費

特 別 損 失 △ 141,836 △7.0

そ の 他

合　　　計
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(4) 会　　計
　ア　重要契約の要旨
　　(ｱ) 工事請負契約（１，０００千円以上）
契約年月日 契約金額(円) 契  約  の  内  容 契約の相手方

量水器取替工事 ㈲松山鉄工所

第２２号取水井導水管布設工事 港工業㈱
第２２号取水井外構工事 若狭ダンプ㈽
中地区配水管路改良工事その３ ㈲ミュートス
木ノ芽町地区外配水管路改良工事 ㈱増田空調
布田町地区外１配水管路改良工事（ＪＲ軌道下推進工事） ㈱安田建設
長沢地区配水管路改良工事（国道8号推進工事） 森口建設㈱
布田町地区配水管路改良工事 ㈲ムトウ設備
長沢地区配水管路改良工事その２ ㈲リリーフ
若泉町地区配水管路改良工事その１ 江口設備㈲
布田町地区外配水管路改良工事その２ ㈱北陸サーマル

衣掛町地区配水管移設工事 向瀬設備㈱
余座地区配水管移設工事 ㈱桶武製作所
野坂地区配水管移設工事 ㈲中央設備
昭和浄水場止水板設置工事 ㈲インテリア総合建築
山泉地区配水管移設工事その１ 江口設備㈲
中郷浄水場No.３．４配水ポンプ更新工事 前田設備工業㈱
東浦配水池外２緊急遮断弁設置工事 ㈲三笠屋
中郷浄水場配水ポンプ制御用インバータ及び高調波抑制ユニット更新工事 寿美工業㈱　北陸営業所
和久野地区配水管布設替工事 ミノルエンジニアリング㈱
松葉町地区外配水管布設替工事 ㈲梶野商店
沓見地区配水管移設工事その１ ㈱ササキ商店
田結地区増圧ポンプ設置工事 ㈱北陸サーマル
余座地区配水管移設工事その２ 渡辺工業㈱
沓地区外１流量計更新工事 福日機電㈱
中央町１丁目地区外配水管布設替工事 ㈱中村住設
昭和浄水場外１水質監視装置更新工事 寿美工業㈱　北陸営業所
沓見中継ポンプ場No.２送水ポンプ更新工事 ㈱桶武製作所
木ノ芽町地区配水管移設工事 三谷設備㈱　敦賀営業所
山泉地区配水管移設工事その２ 渡辺工業㈱
木崎地区送水管布設替工事その１ ㈱サン設備
第７号取水井ポンプ制御盤更新工事 ㈱創和テック
第１中継ポンプ場計装制御機器更新工事 ㈱柿本商会　福井支店
木崎地区送水管布設替工事その２ ㈲サカグチ工業
野坂地区配水管移設工事その２ ㈱桶武製作所
衣掛町地区配水管布設替工事 幸栄産業㈱
松葉町地区外配水管布設替工事その２ 北川建設㈱
山泉地区配水管布設替工事 向瀬設備㈱
余座地区配水管移設工事その３ 港工業㈱
山地区外消火栓設置工事 ㈲中央設備
第１中継ポンプ場No.１送水ポンプ電動弁更新工事 渡辺工業㈱
山中継ポンプ場No.２送水ポンプ更新工事 ㈱サンワ設備
白銀町地区配水管移設工事その１ 幸栄産業㈱
疋田浄水場外1計装制御機器更新工事 ㈱日新メンテナンス　敦賀事業所

中央町２丁目地区配水管移設工事その１ ㈱サンワ設備
田結地区配水管布設工事 ㈱サンワ設備
第１中継ポンプ場外１流入弁更新工事 三谷設備㈱　敦賀営業所
昭和浄水場インターフェイス盤更新工事 ㈱創和テック
白銀町地区配水管移設工事その２ 幸栄産業㈱
昭和浄水場取水ポンプ制御盤浸水対策工事 寿美工業㈱　北陸営業所
天筒ポンプ場自家発電機起動用蓄電池更新工事 福日機電㈱
中央町２丁目地区配水管移設工事その２ ㈱サンワ設備
中央町１丁目地区外配水管布設替工事その２ ㈱豊国工務店
沓見地区配水管移設工事その２ ㈲ミュートス

配　水　及　び　給　水　費

第　８　次　拡　張　事　業　費

配　水　設　備　改　良　費
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㈱日新メンテナンス　敦賀事業所



契約年月日 契約金額(円) 契約の相手方

㈱クリンテック

㈱北陸環境科学研究所

㈱パスコ　福井支店

ヴェオリア・ジェネッツ㈱　中部支店

㈱日新メンテナンス　敦賀事業所

㈲大功土建

敦賀市管工事協同組合

㈱内田洋行　大阪支店

㈲ミュートス

敦賀市管工事協同組合

㈱フューチャーイン

㈱日新技術コンサルタント　敦賀出張所

㈱国土開発センター　嶺南営業所

㈱日新技術コンサルタント　敦賀出張所

㈱サンワコン　嶺南営業所

中部水工設計㈱　福井事務所

寿美工業㈱　北陸営業所

敦賀市管工事協同組合

荏原商事㈱　福井支店

㈱日立製作所　福井支店

　イ　企業債及び一時借入金の概況

　　(ｱ) 企業債

円

　　(ｲ) 一時借入金

円

関地区外配水管移設実施設計業務委託

昭和浄水場No.２配水ポンプ液体抵抗器修繕

みどりヶ丘低区配水管洗管作業業務委託

漏水調査業務委託

水道台帳更新業務委託

積算システム単価改定・運用支援業務委託

契  約  の  内  容

給水管維持修繕（金ヶ崎町地係）

漏水等修繕待機体制業務委託

疋田浄水場外１膜ろ過装置保守管理業務委託

水道施設除草業務委託

昭和浄水場施設管理業務委託

　　(ｲ) その他の契約（１，０００千円以上）

令和２年度償還額

令和２年度借入額

令和２年度末残高

令和２年度償還額

令和２年度借入額

令和元年度末残高

奥野地区分岐配水流量計修繕

西浦中継ポンプ場送水ポンプ軸受修繕

舞崎町２丁目地区配水管布設替実施設計業務委託

野神地区送水管布設替実施設計業務委託

松島町地区外配水管布設替実施設計業務委託

新幹線駅前広場配水管布設実施設計業務委託

公営企業会計システムバージョンアップ業務委託

配水管洗管作業業務委託

水道水質検査業務
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㈱日新メンテナンス　敦賀事業所

㈱日新技術コンサルタント 敦賀出張所

㈱日新技術コンサルタント 敦賀出張所

ヴェオリア・ジェネッツ㈱　中部支店

㈱国土開発センター　嶺南営業所



(単位：円)

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益

減価償却費

貸倒引当金の増減額(△は減少) △ 117,127

長期前受金戻入額 △ 260,863,770

受取利息及び受取配当金 △ 683,698

支払利息

未収金の増減額(△は増加)

未払金の増減額(△は減少)

たな卸資産の増減額(△は増加)

引当金の増減額

預り金の増減額 △ 506,793

固定資産除却費

　　小計

利息及び配当金の受取額

利息の支払額 △ 97,819,082

業務活動によるキャッシュ・フロー

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 594,071,032

工事負担金による収入

未収金の増減額(△は増加)

未払金の増減額(△は減少)

前払金の増減額(△は増加) △ 21,700,000

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 231,243,289

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還のための他会計
負担金による収入

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 420,521,989

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 137,410,970

資金増加額(又は減少額)

資金期首残高

資金期末残高

２　令和２年度　敦賀市水道事業キャッシュ・フロー計算書

（令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで）
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２　令和２年度　敦賀市水道事業キャッシュ・フロー計算書



収益的収支 (単位：円）
金　　　額

水 道 事 業 収 益

営 業 収 益

給 水 収 益

水 道 料 金

他 会 計 負 担 金

他 会 計 負 担 金

その他営業収益

手 数 料

雑 収 益

営 業 外 収 益
受取利息及び配当金

預 金 利 息

貸 付 金 利 息

他 会 計 負 担 金

他 会 計 負 担 金

他 会 計 補 助 金

他 会 計 補 助 金

長期前受金戻入

長期前受金戻入

雑 収 益

そ の 他 雑 収 益

金　　　額

水 道 事 業 費 用

営 業 費 用

原水及び浄水費

給 料 予算額

手 当 等 予算額

賞与引当金繰入額 予算額

法 定 福 利 費 予算額

法定福利費引当金繰入額 予算額

被 服 費

備 消 品 費

燃 料 費

通 信 運 搬 費

委 託 料

手 数 料

賃 借 料

修 繕 費

動 力 費

薬 品 費

材 料 費

会 費 負 担 金

配水及び給水費

給 料 予算額

手 当 等 予算額

賞与引当金繰入額 予算額

法 定 福 利 費 予算額

法定福利費引当金繰入額 予算額

備 消 品 費

燃 料 費

通 信 運 搬 費

委 託 料

修 繕 費

材 料 費

工 事 請 負 費

款 項 節目 備　　　考

３　令和２年度　敦賀市水道事業収益費用明細書

款 項 節目 備　　　考
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３　令和２年度　敦賀市水道事業収益費用明細書

法定福利費引当金繰入額

法定福利費引当金繰入額

賞与引当金繰入額

賞与引当金繰入額

受取利息及び配当金

その他営業収 益



金　　　額

業 務 費

給 料 予算額

手 当 等 予算額

賞与引当金繰入額 予算額

法 定 福 利 費 予算額

法定福利費引当金繰入額 予算額

備 消 品 費

印 刷 製 本 費

通 信 運 搬 費

委 託 料

手 数 料

賃 借 料

総 係 費

給 料 予算額

手 当 等 予算額

賞与引当金繰入額 予算額

法 定 福 利 費 予算額

法定福利費引当金繰入額 予算額

退 職 給 付 費 予算額

旅 費

備 消 品 費

燃 料 費

印 刷 製 本 費

通 信 運 搬 費

委 託 料

手 数 料

賃 借 料

修 繕 費

会 費 負 担 金

保 険 料

公 課 費

減 価 償 却 費
有形固定資産減価償却費

資 産 減 耗 費

固定資産除却費

営 業 外 費 用

企 業 債 利 息

雑 支 出

そ の 他 雑 支 出

特 別 損 失
過年度損益修正損

過年度損益修正損

その他特別損失
貸倒引当金繰入額

備　　　考

支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

款 項 目 節
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賞与引当金繰入額

賞与引当金繰入額

法定福利費引当金繰入額

法定福利費引当金繰入額

有形固定資産減価償却費

支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費

過年度損益修正損

貸倒引当金繰入額

過年度損益修正損



(
3
) 
投
資

そ
の

他
の

資
産

明
細

書

資
産
の
種
類

年
度
当
初
現
在
高

当
年
度
増
加
額

当
年
度
減
少
額

当
年
度
減
価
償
却
高

年
度
末
現
在
高

備
　
　
　
　
考

そ
の
他
投
資

土
地

建
物

構
築

物

機
械

及
び

装
置

定
期
預
金
証
書
（
収
納
取
扱
金
融
機
関
担
保
）

合
　
　
計

当
年
度
増
加
額

年
度
末
現
在
高

減
価
償
却
累
計
額

累
　
計

資
産
の
種
類

電
話
加
入
権

合
　
　
計

年
度
当
初
現
在
高

資
産
の
種
類

(
1
) 
有
形

固
定

資
産

明
細

書

年
度
当
初
現
在
高

当
年
度
減
少
額

車
両

運
搬

具

工
具

器
具

及
び

備
品

建
設

仮
勘

定

合
計

当
年
度
減
価
償
却
高

当
年
度
増
加
額

(
2
) 
無
形

固
定

資
産

明
細

書

４
　

 
固

 
定

 
資

 
産

 
明

 
細

 
書

当
年
度
減
少
額

年
度
末
現
在
高

備
　
考

年
度
末
償
却
未
済
高

当
年
度
増
加
額

備
　
　
　
　
考

（
単
位
：
円
）

（
単
位
：
円
）

（
単
位
：
円
）

当
年
度
減
少
額
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４
　

固
定

資
産

明
細

書

工
具

器
具

及び
備

品



当
年

度
償

還
高

償
還

高
累

計

平
成

２
年

度
大

蔵
省

資
金

運
用

部
－

 

平
成

３
年

度
大

蔵
省

資
金

運
用

部
－

 

平
成

４
年

度
大

蔵
省

資
金

運
用

部
－

 

平
成

４
年

度
公

営
企

業
金

融
公

庫
－

 

平
成

５
年

度
大

蔵
省

資
金

運
用

部
－

 

平
成

５
年

度
公

営
企

業
金

融
公

庫
－

 

平
成

６
年

度
大

蔵
省

資
金

運
用

部
－

 

平
成

６
年

度
公

営
企

業
金

融
公

庫
－

 

平
成

７
年

度
大

蔵
省

資
金

運
用

部
－

 

平
成

７
年

度
公

営
企

業
金

融
公

庫
－

 

平
成

７
年

度
大

蔵
省

資
金

運
用

部
－

 

平
成

８
年

度
大

蔵
省

資
金

運
用

部
－

 

平
成

８
年

度
公

営
企

業
金

融
公

庫
－

 

平
成

８
年

度
公

営
企

業
金

融
公

庫
－

 

平
成

８
年

度
大

蔵
省

資
金

運
用

部
－

 

平
成

９
年

度
大

蔵
省

資
金

運
用

部
－

 

平
成

９
年

度
公

営
企

業
金

融
公

庫
－

 

平
成

９
年

度
公

営
企

業
金

融
公

庫
－

 

平
成

９
年

度
大

蔵
省

資
金

運
用

部
－

 

平
成

1
0
年

度
公

営
企

業
金

融
公

庫
－

 

平
成

1
0
年

度
公

営
企

業
金

融
公

庫
－

 

平
成

1
0
年

度
大

蔵
省

資
金

運
用

部
－

 

平
成

1
0
年

度
大

蔵
省

資
金

運
用

部
－

 

平
成

1
1
年

度
大

蔵
省

資
金

運
用

部
－

 

平
成

1
1
年

度
公

営
企

業
金

融
公

庫
－

 

平
成

1
1
年

度
公

営
企

業
金

融
公

庫
－

 

平
成

1
1
年

度
大

蔵
省

資
金

運
用

部
－

 

平
成

1
2
年

度
公

営
企

業
金

融
公

庫
－

 

平
成

1
2
年

度
公

営
企

業
金

融
公

庫
－

 

平
成

1
2
年

度
財

務
省

財
政

融
資

－
 

平
成

1
3
年

度
財

務
省

財
政

融
資

－
 

５
　

 
企

 
業

 
債

 
明

 
細

 
書

償
還

高
未

償
還

残
高

備
 
 
考

利
率

(
％

)
発

行
価

格
償

還
終

期
発

行
年

月
日

発
行

総
額

種
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
類
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５
　

企
業

債
明

細
書



当
年

度
償

還
高

償
還

高
累

計
償

還
高

未
償

還
残

高
備

 
 
考

利
率

(
％

)
発

行
価

格
償

還
終

期
発

行
年

月
日

発
行

総
額

種
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
類

平
成

1
3
年

度
公

営
企

業
金

融
公

庫
－

 

平
成

1
3
年

度
公

営
企

業
金

融
公

庫
－

 

平
成

1
3
年

度
財

務
省

財
政

融
資

－
 

平
成

1
3
年

度
公

営
企

業
金

融
公

庫
－

 

平
成

1
4
年

度
公

営
企

業
金

融
公

庫
－

 

平
成

1
4
年

度
公

営
企

業
金

融
公

庫
－

 

平
成

1
4
年

度
公

営
企

業
金

融
公

庫
－

 

平
成

1
4
年

度
財

務
省

財
政

融
資

－
 

平
成

1
4
年

度
財

務
省

財
政

融
資

－
 

平
成

1
5
年

度
財

務
省

財
政

融
資

－
 

平
成

1
5
年

度
公

営
企

業
金

融
公

庫
－

 

平
成

1
5
年

度
公

営
企

業
金

融
公

庫
－

 

平
成

1
5
年

度
公

営
企

業
金

融
公

庫
－

 

平
成

1
5
年

度
財

務
省

財
政

融
資

－
 

平
成

1
6
年

度
財

務
省

財
政

融
資

－
 

平
成

1
6
年

度
公

営
企

業
金

融
公

庫
－

 

平
成

1
6
年

度
公

営
企

業
金

融
公

庫
－

 

平
成

1
6
年

度
財

務
省

財
政

融
資

－
 

平
成

1
6
年

度
公

営
企

業
金

融
公

庫
－

 

平
成

1
7
年

度
財

務
省

財
政

融
資

－
 

平
成

1
7
年

度
公

営
企

業
金

融
公

庫
－

 

平
成

1
7
年

度
公

営
企

業
金

融
公

庫
－

 

平
成

1
8
年

度
財

務
省

財
政

融
資

－
 

平
成

1
8
年

度
公

営
企

業
金

融
公

庫
－

 

平
成

1
8
年

度
財

務
省

財
政

融
資

－
 

平
成

1
9
年

度
財

務
省

財
政

融
資

－
 

平
成

1
9
年

度
公

営
企

業
金

融
公

庫
－

 

平
成

1
9
年

度
財

務
省

財
政

融
資

－
 

平
成

1
9
年

度
公

営
企

業
金

融
公

庫
－

 

平
成

2
0
年

度
財

務
省

財
政

融
資

－
 

平
成

2
0
年

度
財

務
省

財
政

融
資

－
 

平
成

2
0
年

度
財

務
省

財
政

融
資

－
 

平
成

2
0
年

度
地

方
公

営
企

業
等

金
融

機
構

－
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当
年

度
償

還
高

償
還

高
累

計
償

還
高

未
償

還
残

高
備

 
 
考

利
率

(
％

)
発

行
価

格
償

還
終

期
発

行
年

月
日

発
行

総
額

種
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
類

平
成

2
0
年

度
財

務
省

財
政

融
資

－
 

平
成

2
0
年

度
地

方
公

営
企

業
等

金
融

機
構

－
 

平
成

2
1
年

度
財

務
省

財
政

融
資

－
 

平
成

2
1
年

度
地

方
公

共
団

体
金

融
機

構
－

 

平
成

2
1
年

度
財

務
省

財
政

融
資

－
 

平
成

2
1
年

度
地

方
公

共
団

体
金

融
機

構
－

 

平
成

2
2
年

度
地

方
公

共
団

体
金

融
機

構
－

 

平
成

2
2
年

度
財

務
省

財
政

融
資

－
 

平
成

2
3
年

度
地

方
公

共
団

体
金

融
機

構
－

 

平
成

2
3
年

度
財

務
省

財
政

融
資

－
 

平
成

2
4
年

度
地

方
公

共
団

体
金

融
機

構
－

 

平
成

2
4
年

度
財

務
省

財
政

融
資

－
 

平
成

2
4
年

度
財

務
省

財
政

融
資

－
 

平
成

2
5
年

度
地

方
公

共
団

体
金

融
機

構
－

 

平
成

2
6
年

度
財

務
省

財
政

融
資

－
 

平
成

2
6
年

度
財

務
省

財
政

融
資

－
 

平
成

2
6
年

度
地

方
公

共
団

体
金

融
機

構
－

 

平
成

2
7
年

度
財

務
省

財
政

融
資

－
 

平
成

2
7
年

度
財

務
省

財
政

融
資

－
 

平
成

2
7
年

度
財

務
省

財
政

融
資

－
 

平
成

2
7
年

度
財

務
省

財
政

融
資

－
 

平
成

2
7
年

度
財

務
省

財
政

融
資

－
 

平
成

2
7
年

度
北

陸
銀

行
－

 

平
成

2
8
年

度
財

務
省

財
政

融
資

－
 

平
成

3
0
年

度
財

務
省

財
政

融
資

－
 

平
成

3
0
年

度
財

務
省

財
政

融
資

－
 

令
和

元
年

度
財

務
省

財
政

融
資

－
 

令
和

元
年

度
財

務
省

財
政

融
資

－
 

令
和

２
年

度
財

務
省

財
政

融
資

－
 

令
和

２
年

度
財

務
省

財
政

融
資

－
 

合
　

　
　

　
　

　
　

　
計
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６ そ の 他

（１）他会計補助金等の使途について

ア 負担区分に基づく負担金（消火栓設置負担金） 円については、消火栓

設置工事費（課税仕入）として全額（特定収入）充当した。

イ 負担区分に基づく負担金（企業債元金償還負担金） 円については、

企業債元金償還金（課税仕入に充当した企業債の償還）として全額（特定収入）充

当した。

ウ 工事負担金（配水管移設補償金） 円については、工事請負費（課税

仕入）として全額（特定収入）充当した。

エ 他会計負担金（消火栓維持管理負担金） 円については、消火栓修理費

（課税仕入）として全額（特定収入）充当した。

オ 他会計負担金（企業債利子償還負担金） 円については、企業債利息と

して全額（特定収入以外）充当した。

カ 他会計負担金（児童手当負担金） 円については、児童手当に要する経費

として全額（特定収入以外）充当した。

キ 他会計補助金（水道料金改定延期に伴う減収分の補てん） 円につい

ては、維持管理費（課税仕入）として全額（特定収入）充当した。

ク 雑収益（原子力立地給付金） 円については、動力費（課税仕入）とし

て全額（特定収入）充当した。
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６　　そ　 の　 他



注記

Ⅰ 重要な会計方針

１ 資産の評価基準及び評価方法

たな卸資産（貯蔵品） 先入先出法による原価法によっている。

２ 固定資産の減価償却の方法

⑴ 有形固定資産

・減価償却の方法 定額法による。

・主な耐用年数

建物 １５～５０年

構築物 ４０年

機械及び装置 １５年

車両運搬具 ５年

工具、器具及び備品 ３～１５年

３ 引当金の計上方法

⑴ 退職給付引当金

職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末退職手当要支給額に相当する金額を計上

している。計上額の算定に当たっては、一般会計との負担区分を定めた「退職手当の会計

別負担について」に基づき、水道事業負担職員に係る退職給付引当金を計上している。

⑵ 賞与引当金及び法定福利費引当金

職員の期末・勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当

年度の負担に属する額（１２月から３月までの４か月分）を計上している。

⑶ 貸倒引当金

債権の不納欠損に備えるため、貸倒実績率による回収不能見込額を計上している。

なお、貸倒実績率については、過去３年間の不納欠損実績率により算出している。

４ 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ 貸借対照表等関連

１ 企業債の償還に係る一般会計の負担

令和２年度貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算

して１年以内に償還予定のものも含む。）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は、

４６０，７０７，９９１円である。
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　令和２年度貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算

して１年以内に償還予定のものも含む。）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は、

４６０，７０７，９９１円である。
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